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We conducted an intensive survey on the various seismic effects for inhabitants, dwellings and social 

settings in an affected area of Ojiya city by the 2004 Mid Niigata earthquake sequence, north-central district 

of Japan. The major earthquake occurred on Oct. 23 (Mj=6.8) with the max. seismic intensity of 6(+) at Ojiya 

city. on the JMA (Japan Meteorological Agency) seismic intensity scale and numbers of aftershocks with 5(-) 

to 6(+) lasted ceaselessly until the early next year. The questionnaire deals with seismic intensity, human 

behavior, damage to dwellings, human casualties, evacuation, socioeconomic rehabilitation aid and so on. 

The progress of this survey and seismic intensity distribution is published (Ohta and Koyama 2006). This 

paper describes overall characteristics by means of statistical analysis of responses via questionnaire survey. 

The results are summarized in the following. 

1) Almost half of dwellings fail to meet the 1981 earthquake proofing building regulation, and so those are 

very vulnerable to earthquakes. 

2) Aftershocks enlarged damages as of 21% of wooden houses and as of 15% of RC buildings. 

3) Injured people are 10% of answers at main shock, 4% at aftershocks and 2% at both. 

4) When buildings collapse, the severity of injury clearly increased. 

5) The most common injuries were when they attempted to turn off cooking stoves or heaters. 

6) People who received financial supports by local governments were twice or more compared to those 

assisted by the central government and that seems due to that the funds by local governments were 

provided in minute consideration of area-specific issues. 

 

Keywords : The 2004 Mid Niigata prefecture Earthquake, Ojiya city, full-scale questionnaire survey, 

seismic effects on moderate city, damage of dwellings, casualties, resilience 
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1. はじめに 

2004年新潟県中越地震（以下中越地震と略記）は 2004年 10月 23日 17時 56分に発生した．

この地震は新潟県川口町で最大震度 7を記録するほどの大きな揺れであっただけでなく，規模の

大きな余震が頻発し，余震による被害の拡大や復旧の遅れなど防災上新たな問題を認識させる地

震であった．我々は建築，医学，災害情報学等多様な専門領域の研究者からなる調査ワーキング

グループ*を結成し，この地震による主要な被災地である小千谷市の全世帯（約 12,000世帯）を

対象としたアンケート調査を実施した．調査票は小千谷市の協力を得て市報に挟み込む形で配布

し，同封の封筒による郵送回収とした．調査は被災から復興までを幅広く扱っていることから，

ほぼ 1年後の 2005年 9月 25日より開始され，同年 12月 25日までに 4,431通の回収を得た．回

収率は約 34%であった． 

本調査の総設問数は 95問であり，調査項目は地震時の揺れ，建物構造，家族構成，被害状況，

生活再建等となっている．本調査の経緯の詳細およびアンケートによる震度分布については前報

１）を参照されたい．なお，本調査は 2 部構成となっている．第 1 部（地震の揺れ・建物構造に

関する設問群）および第 2部の一部（建物被害および避難，生活再建等）は世帯ごとに 1つの回

答を得るものであり，第 2部のうち家族構成および人間行動に関わる設問群については地震時に

在宅していた世帯構成員それぞれについて回答を得るものである．調査票の全体を付録 A とし

て掲載する．本報では全体を通じた回答の基礎解析結果について報告する． 

 

2. 回答者属性 

第 1部（世帯票）の回答者は世帯主を基準とし，世帯主不在の場合は世帯構成員から１：在宅，

２：近隣，３：市内，４：市外の優先順位に従って回答者を選択して記入してもらうという形を

とった．よって第 1部回答における在宅率は世帯在宅率を意味している．中越地震は土曜日の夕

方に発生したことから世帯在宅率は 87%と非常に高率であった．町丁目別の世帯数に対する回

答率は若葉 3丁目，大字池ヶ原で 50%を超えており．次いで大字山谷，大字横渡，本町 2丁目，

大字川井，大字平沢新田，大字東吉谷，大字桜町，大字両新田，大字坪野，本町 1丁目，大字四

ツ子の回答率が高くなっている（図 1）．なお，町丁目別のアンケートによる面的震度分布は図 2

のとおりであり，回収率と震度との間には明確な関係はみられない． 

平成 12年国勢調査における人口の年齢構成をみたものが図 3である．小千谷市では全国と比

較して 15 歳から 39 歳の世代が少なく，65 歳以上の世代が多くなっており，高齢化が進んでい

る地域の一つであるといえる．調査票第 2部では世帯構成員のうち地震時に在宅していた人全員

の人間行動についてうかがっており，この結果より個人の在宅状況についてみていく．性別およ

び年齢階級別の在宅率を図 4に示す．これを見ると 20～54歳の勤労世代で相対的な在宅率が低 

   
*
 ワーキンググループの構成は以下の通りである． 

太田裕（代表）・小山真紀[東濃地震科学研究所]，澤田雅弘（現地折衝担当）[長岡造形大学]，岡

田成幸（調査票作成主導）[名古屋工業大学]，宮野道雄[大阪市立大学]，村上ひとみ[山口大学]，

和藤幸弘[金沢医科大学] 
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図 1 町丁目別回答率． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 町丁目別震度分布． 
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く，55 歳以上の高齢者層で高くなっていることが分かる．また，勤労世代では女性の在宅率の

方が高い．在宅者が本震時および余震時にいた場所をそれぞれ図 5a, bに示す．本震時では 1階

にいた人が 61%，次いで 2階が 30%であり，家屋内，特に 1, 2階にいた人が 91%を占めている．

一方余震時では 1階 31%，2階 15%に対して自宅周辺が 51%を占めており，本震を受けて自宅周

辺に避難した後に余震が発生したという状況が推察される．なお，ここでの余震とは余震群のう

ち回答者がもっとも記憶に残っている余震について回答されたものであり，74％が本震当日の余

震と回答している（図 6）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 国勢調査（H12）における全国と小千谷市の年齢構成の比較． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 回答世帯における年齢・性別別在宅率． 
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a 本震時     b 余震時 

図 5 地震時にいた場所．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 最も印象に残った余震． 

 

 

 

3. 建物構造 

第 1部（世帯票）回答より建物構造に関する結果について報告する．第 1部では地震時にいた

場所について回答するものであるため回答者が市外にいたケースも含んでいるが，ここでは地震

時に市内にいた場合の回答のみを対象とする．住宅種別では全体の 90%が戸建て住宅であり（図

7），建物階数は 2階建てが 69%，3～5階建てが 28%であり，これらが全体の 97%を占めている

（図 8）．また，築年では非常に古い（築 25年以上）が 48%と最も多く，次いでかなり古い（築

10～24 年）が 32%，数年前が 16%と続いている（図 9）．いわゆる新耐震基準は 1981 年に施行

されたものであり，半数近くの建物がこれを満たしていないことになる．延べ床面積は 140m
2

以上の建物が最も多く，全体の 52%であった（図 10）．建物構造は在来木造が 55%で最も多く，

次いで伝統木造 23%，鉄骨造 7%，RC造 6%，新工法木造 5%となっている（図 11）．伝統木造，

在来木造および新工法木造をあわせると木造建物が全体の 83%を占めている．なお，伝統木造
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とは柱・梁が太く壁の少ない昔ながらの木造を指し，在来木造とは柱・梁が細く壁の多い一般的

な木造，新工法木造とはツーバイフォーや木質系プレハブなどの新しい木造を指している． 

これら木造建物における屋根および基礎の形式の回答を図 12および図 13に示す．屋根形式は

鉄板・スレート屋根が 70%で最も多く，次いで土なし瓦 18%，土ふき瓦 5%であった．基礎形式

は多いものから RC布基礎 32%，PC布基礎 27%，高床基礎 23%，その他 17%，大きなヒビのあ

るコンクリート造布基礎 1%であった．このうち“その他”は石積基礎やブロック積基礎などを

指しており，これを除くコンクリート造布基礎が 83%を占めている．なお，小千谷市では冬の

積雪が非常に多いことから基礎を高床にして駐車場として利用しているケースが多く，高床基礎

とはこのような構造を指している（図 14）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 住宅種別  図 8 建物階数 図 9 築年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 延べ床面積 図 11 構造種別 
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図 12 屋根形式 図 13 基礎形式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 高床基礎の例 

 

 

4. 建物被害 
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死者発生については同じ全壊であっても建物が倒壊するか否かで決定的な違いが生じる．本調査

ではこの点を踏まえ，建物被害レベルチャート（図 15）を用いることによって建物被害レベル

をより詳細に調べた．なお，余震による被害の拡大についても調査するため，余震後の最終的な

被害レベルだけでなく，本震直後の被害レベルについても併せて調査した． 

本震による木造建物および RC造建物の被害レベルの頻度分布を図 16a, bに示す．木造建物に
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おいては何らかの被害を受けた建物が 91%を占めていた（図 16a）．全体の 51%は非常に軽度の

被害を示す D1であるが，半壊に相当する D3が 10%，全壊に相当する D4以上が 5%となってお

り，本震の時点で相当程度の被害が発生していることがわかる．RC造については木造と比較し

て被害が小さいもののやはり全体の 71%が何らかの被害を受けていた（図 16b）．同様に余震後

の建物被害レベルの頻度分布を示したものが図 17a, bである．木造建物および RC造建物ともに

被害レベルの軽い建物が減り重度の被害レベルの棟数が増えており，被害レベルが重い方にシフ

トしていることが分かる．木造建物では 0.4%が D6の完全倒壊であり，D5の層崩壊をあわせる

と 0.7%に至る．なお，RC造建物でも D5, D6をあわせた割合が 1.3%となっており，木造より倒

壊建物の割合が多いように見えるが，実数は 5件であり母数が少ないため見かけ上の割合が大き

くなっていることに注意されたい． 

本震による被害レベルが余震終了後にどのように変わったのかを示したものが表 1a, bである．

表中のピンクの網掛け部分が被害が拡大したものを示している．木造の 21%，RC造の 15%で余

震による被害の拡大が見られた．木造では本震で無被害であった建物でも余震によって被害が発

生しており，中には D4（全壊）にいたるものもあるなど被害が拡大している様子が分かる．RC

造でも 1～2段階被害が拡大しているものがみられる．これらの結果は地震防災を考える上で余

震による被害の拡大についても今後考慮していく必要があることを示唆している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 建物被害レベルチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 木造  b RC造 

図 16 本震建物被害 
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a 木造 b RC造 

図 17 本震余震終了後建物被害 

 

 

表 1 本震および余震終了後の被害レベルの比較 
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5. 人間被害 

5.1 被害状況 

人間被害については人間行動や建物被害等との関係を詳細に調べるため，地震時に在宅してい

た世帯構成員を対象とした調査を実施した．ここでは本震および余震それぞれにおける被害の発

生状況をみていく．まずケガの発生状況を図 18に示す．本震および余震を通じて何らかのケガ

を生じた人は全体の 12%であった．本震時に 10%，余震時に 4%の人がケガをしており，本震余

震ともにケガをした人も 2%あった．このように本震時のみでなく余震によっても相応の被害が

生じている．本震および余震におけるケガの部位を見たものが図 19a, bである．本震，余震とも

に足のケガが最も多く，次に手・腕のケガが多くなっている．全体的にケガは体の末端から中心

に行くほどに少なくなっていく傾向がみえる．ケガの原因（図 20a, b）をみると本震，余震とも

にとがったものによるケガが最も多くなっている．本震においては次いで家具・置物の落下，転

倒と続くが余震ではこれが逆になっている．不安定なものは本震時に既に落下してしまうために，

余震時においてこれらの落下によるケガが相対的に減少していると考えられる．また，ケガの程

度（図 21a, b）をみると，本震，余震ともスリ・切り傷が最も多くなっており，打撲が次に多く
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なっている．しかし余震によるケガの方が骨折・関節脱臼など比較的程度の重いケガの比率が高

くなっているようにみえる．ケガの治療（図 22a, b）をみると，本震では入院 3%，通院 28%に

対して余震では入院 4%，通院 33%となっており，やはり余震によるケガの方が本震によるケガ

よりも重傷化しているようにもみえるが，比率に関する検定を行ったところ有意水準 5%では統

計的に優位な違いは認められなかった．ケガをした場所（図 23a, b）では，その他を除くと本震

では地震時にいた場所が最も多く，次いで台所であり，余震ではこれが逆になっている．図 5a, b

からも推察されるように余震時には本震を受けて自宅周辺への避難が行われていること，自宅の

中にいた場合でも比較的安全な部屋に移動していたと考えられることから地震時にいた場所で

のケガが相対的に減少したものと思われる．これまでみてきた事象を通して考えると，もっとも

起こりがちなパターンとして台所の食器や食器棚の破損・散乱や居室の書棚のガラス等の破損な

どによって手足を負傷するというケースがうかがわれる．これには夕刻という本・余震の発生時

間帯が大きく関与していたであろう． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 ケガの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 本震 b 余震 

図 19 ケガの部位 
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a 本震 b 余震 

図 20 ケガの原因 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

a 本震 b 余震 

図 21 ケガの程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 本震   b 余震 

図 22 ケガの治療 
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a 本震 b 余震 

図 23 ケガをした場所 

 

 

建物被害レベルと治療程度を比較したものを図 24に示す．治療の程度のうち，おおむね入院

は重傷，通院は軽傷に相当すると見なすことができる．この図から，人間被害の深刻度はおおむ

ね建物被害レベルに従っているが，特に D6に至ると急激に深刻化する様子が見て取れる．建物

被害レベル別の受傷要因の比率を図 25に示す．この図から，D6において柱梁壁天井といった構

造部材による受傷が大幅に増加しており，これが被害程度の深刻化につながったと考えられる． 

本調査において本震，余震を通じて何らかのケガを負った人は全体の 12%であった．対して

消防庁発表２）の小千谷市の人的被害は死者 19名，重傷 120名，軽傷 665名であり，人口に対す

る死傷率は 2%程度であった．消防庁発表のデータと比較すると本調査で得られた死傷率は大幅

に高い値である．この要因は現時点では不明であるが，本調査による死傷率は在宅者に限定され

たものであるため，外出していた人よりも在宅していた人の死傷率が特に高い場合や負傷者発生

世帯の回答率が高くなっていた場合などが考えられるであろうし，軽傷者数は調査法によって大

きく変わることが通例でもあり，今後の検討が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 建物被害レベルと受傷程度 
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図 25 建物被害レベルと受傷要因 

 

 

5.2 人間行動とケガ 

人間行動との関係を詳細に調べるため，本震および余震それぞれについて大きなゆれの前，大

きなゆれの最中，ゆれの直後の 3つの時点の行動とそれによるケガの有無を調査した．それぞれ

の行動を図 26a①～a③（本震）および図 26b①～b③（余震）に示す．本震時においては，大き

なゆれ前（図 26a①）では余裕なしが最も多く，次いでじっとしていた，外へ避難，火気始末，

家族保護，家具を押さえた，必要を感じずと続いている．必要を感じなかったとする回答は全体

の 1%ほどであり，ほとんどの人は余裕がなかったか何らかの安全行動をとっている事が分かる．

じっとしていたというのを消極的な安全行動と考え，外へ避難，火気始末，家具を押さえたおよ

び家族保護を積極的な安全行動と考えると，余裕なし，消極的な安全行動，積極的な安全行動が

おおむね 1/3ずつとなっている．大きなゆれ最中の行動（図 26a②）では外へ避難した人の割合

が最も多くなり，次いでじっとしていた，余裕なし，家族保護，火気始末，家具を押さえた，必

要を感じずと続いている．これも必要を感じずとの回答は 1%程度であり，ほとんどの人は余裕

がなかったか何らかの安全行動をとっている．大きなゆれの前と比べると積極的な安全行動をと

った人の割合が多くなっており，44%に上っている．ゆれ直後の行動（図 26a③）では外へ避難

が最も多く，次いでじっとしていた，家族救助・安否確認，外の様子を見に，火気始末，後片付

け，必要を感じずと続いている．外へ避難は突出しており，全体の 60%を占めている．ここか

ら地震の揺れの進行に従ってじっとしている状況から身を守るなどの安全行動，避難に移り変わ

っていく様子が見て取れる．余震においては大きなゆれ前の行動（図 26b①）ではじっとしてい

たが最も多く，次いで外へ避難，余裕なし，家族を保護，火気始末，必要を感じず，家具を押さ

えたと続いている．本震と比べると余裕なしの割合が減り，じっとしていたおよび外へ避難の割

合が増加している．大きなゆれ中行動（図 26b②）ではじっとしていたが最も多く，次いで外へ

避難，余裕なし，家族保護，火気始末，必要を感じず，家具を押さえたと続いている．本震と比

べると，じっとしていたが大幅に増加している．ゆれ直後行動（図 26b③）においては外へ避難

が最も多いものの，じっとしていたとの回答も同程度となっていた．図 5a, bに示したように余
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震時では半数が自宅周辺に避難した後であったため，家屋内に関わる安全行動の選択率が減少す

る結果となっている．それぞれの行動とケガとの関係をみたものが図 27a①～a③（本震：左 3

図）および図 27b①～b③（余震：右 3 図）である．ケガの発生は余震のゆれ直後行動を除いて

すべて火気始末の際が最も多くなっている．全般にじっとしていた場合よりも積極的な安全行動

をとった場合の方がケガの発生率が高くなっているが，これは何らかの行動をとることでケガを

生じる危険性が増すという面と，何らかの危険が生じた場合にはこれを回避するために安全行動

が求められる（そもそも受傷危険度が高い）という 2面が考えられる． 

本震における小千谷市の閉じ込めの発生状況と 1995年兵庫県南部地震時の北淡町における閉

じ込めの発生状況を比較したものが図 28である．小千谷市では自力脱出の割合が高く北淡町で

は 5%ほどであった消防隊などによる救出は 0.08%程度にとどまっていた．北淡町では震度 7で

あったのに対して小千谷市では震度 6強であったため，基本的に両者の違いは被害程度の違い－

特に室内散乱度等－を反映したものと考えられる．ただし，今回の調査では死者発生世帯の回答

は得られなかったため，最も深刻な状況のデータが含まれていないということも影響していると

思われる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①大きなゆれ前行動 ②大きなゆれ中行動 ③ゆれ直後行動 
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①大きなゆれ前行動 ②大きなゆれ中行動 ③ゆれ直後行動 

b 余震 

図 26 ゆれ前後の行動 
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②大きなゆれ中行動 ②大きなゆれ中行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ゆれ直後行動 ③ゆれ直後行動 

 

a 本震 b 余震 

図 27 ゆれ前後の行動とケガ 
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図 28 閉じ込めと脱出 

1995年兵庫県南部地震北淡町との比較 

 

 

6. 地震後の住まいと生活再建 

地震後の生活再建までの状況として，避難場所，補修状況，移転状況および公的支援の利用状

況について調査した．避難場所として地震後 1週間以上生活した場所を示したのが図 29a, bであ

る．図 29aが場所別件数を示しており，図 29bがそれぞれのり災証明による被害程度の内訳を示

したものである．被害程度の内訳において，軽度な被害の割合が多い順に避難先も自宅，避難所

や親戚宅など，応急仮設住宅と変化している．一般に被害程度が軽いほど自宅外への避難の必要

性は薄くなると考えられ，被害程度に応じて避難場所が移り変わっていく様子が見て取れる． 

自宅の補修についても図 30aに補修別件数および図 30bにそれぞれのり災証明による被害程度

の内訳を示す．件数でみると補修なしが最も多く，次いで外壁・屋根，傾き補修・取り壊し・改

築が続いており，この順は建物被害の程度の順とおおむね合致している．建物全部取り壊しとな

った建物被害の内訳では全壊が半数以上を占めているが，一部破損などの比較的軽度な被害のも

のも含まれている．この要因として，崖崩れ・斜面崩壊など建物以外の被害が発生した場合，以

前から住宅の住み替えを検討していた場合などが考えられ，地震に伴う随伴事象として今後の検

討課題の一つである．なお，改築については，建築基準法では建築物の全部もしくは一部を除却

し，またはこれらの部分が災害等によって滅失した後引き続きこれと用途，規模，構造の著しく

異ならない建築物を建てることをいうが，一般にはリフォームなども改築と呼ばれることもあり，

法律上の定義よりかなり広範囲な意味合いを持つ．図中の一部取り壊しおよび全部取り壊し件数

および内訳のデータを踏まえると被害程度の軽い建物の比率が高く，これを鑑みると本調査の結

果はリフォーム等まで含めた一般用語としての改築を想定して回答されていると思われる． 
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a 避難場所別件数 b り災証明と避難場所 

図 29 地震後 1週間以上生活した場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 補修別件数 b り災証明と補修 

図 30 自宅の補修 

 

 

利用したあるいは利用予定の公的支援制度について示したものが図 31a, bであり，利用なしと

の回答が最も多い．これらの各公的支援制度はり災証明によるり災程度や収入などによって支援

内容や対象が制限されている．例えば義援金はり災程度に応じた金額が支給されるものであり，

住宅応急修理制度は基本的には住家の応急的な修理のための制度であり，全壊家屋や仮設住宅入

居者には適用されない（県・市の制度では仮設住宅入居者の利用も可能となるなど条件の緩和が

あった）．生活再建支援金は生活必需品や住宅の解体・撤去，災害による負傷・疾病などの治療

費，移転のための交通費，賃貸住宅の礼金および家賃などの支援のための制度であり，大規模半

壊以上の被害を受け，かつ年収等の要件を満たす世帯（県・市の制度では年収等の要件が免除さ

れたり半壊も対象となるなど条件の緩和があった）が対象となる．このように同じ項目の支援制

度であれば県および市の制度においては地域の事情を考慮した運用がなされるため，国による制

度よりも県および市による制度の方が利用しやすくなっており，今回の結果からもその傾向が見

て取れる．なお，住宅応急修理制度は地震後 1ヶ月以内に修理を完了しなければならないという

規定があったが，規模の大きな余震が続いたことや制度の適用に必要なり災証明の発行が 11月

中旬までかかったことなどから期限内に修理を完了できないために申請ができないという状況
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が発生した．実際には期限の延長がなされたものの 1ヶ月単位で 3月末まで延長されるという細

切れでの対応となったため，利用者側からすると業者の手配などがつかず利用をあきらめたケー

スが少なからずあったようである． 

地震後の居住先の頻度分布およびり災証明による建物被害レベル別内訳を図 32a, bに示す．調

査時点で明確に移転を決めたあるいは移転した世帯は約 3.5%であった．図 32b に示すように，

やはり被害程度が大きくなるほど移転する割合が増加するという傾向が見える．り災証明をもら

っていない世帯での移転率が一部破損および半壊より高くなっているように見えるが，移転世帯

の実数は 2件であり，絶対数が少ないために見かけ上割合が高くなっているものである．なお，

小千谷市においては大字塩谷，大字南荷頃および大字小栗山などの中山間地において大規模な斜

面崩壊などの地盤被害が発生し，集団移転が行われている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 制度利用別件数 b り災証明と支援制度 

図 31 使用した/する公的支援制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 居住先     b り災証明と居住先 

図 32 地震後の居住先 
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7. まとめ 

前報１）では調査の経緯および震度分布を中心として報告したが，本報では回答者属性，建物

被害，人間被害および地震後の住まいと生活再建といった調査の全体について基礎的な解析を行

った．得られた結果をまとめると以下のようになる． 

 

<回答者属性回答者属性回答者属性回答者属性＞＞＞＞ 

・在宅率は高齢者が高く，勤労世代で低くなっている． 

・在宅者は本震時では自宅建物内にいた人が 90%を超えていたが，余震時には自宅周辺にい

た人が 50%を超えており，本震を受けて家屋外に避難した状況がうかがえる． 

・住宅の状況としては 90%が戸建て住宅であり，83%が木造住宅であった．なお，全体の約半

数が旧耐震基準（1980年以前）の建物であった． 

 

<建物被害建物被害建物被害建物被害＞＞＞＞ 

・91%の建物が何らかの被害を受けており，木造家屋では 0.7%が層崩壊あるいは完全倒壊の

被害であった． 

・D0（無被害）の建物が D4（傾き大）になるなど余震によって被害が拡大する状況が明らか

となった． 

 

<人間被害人間被害人間被害人間被害＞＞＞＞ 

・本震だけでなく余震でも相応の人間被害が発生している． 

・ケガの発生状況は本震では台所の食器や食器棚の破損・散乱や居室の書棚のガラス等の破損

などによって手足を負傷するといったパターンが推察される．余震時には本震時よりもケガ

の発生は少なく，建物内にとどまっていた場合でも比較的安全な部屋に移動していたことが

推察される．この地域の住家が全国平均を上回る延べ床面積を持っており，このことが室内

で危険を避けることにつながったのかもしれない． 

・人間被害の深刻度はおおむね建物被害レベルに従っているが，特に D6（倒壊）に至ると構

造部材による受傷が急増するために急激に深刻化する． 

・ゆれに伴う人間行動として，地震の揺れの進行に従ってじっとしている状況から身を守るな

どの安全行動，避難に移り変わっていく状況が明確となった． 

・ケガの発生は余震のゆれ直後行動を除いてすべて火気始末の際が最も多かった． 

・じっとしていた場合よりも積極的な安全行動をとった場合の方がケガの発生率が高い．要因

としては何らかの行動をとる方がケガを生じる危険性が増すという面と，何らかの危険から

回避するために安全行動を行なう（そもそも受傷危険度が高い）という 2面が考えられる． 

・脱出は 88.66%が自力脱出であり，家族による脱出が 9.56%，近隣住民による脱出が 1.70%，

消防隊などによる脱出は 0.08%であった．兵庫県南部地震時の淡路島北淡町の事例と比較す

ると消防隊などによって救出された人の割合はかなり小さいが，死者発生世帯からの回答は
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得られておらず，最も深刻な状況のデータが含まれていないため，実際にはもう少し多かっ

たと思われる． 

 

<地震後地震後地震後地震後のののの住住住住まいとまいとまいとまいと生活再建生活再建生活再建生活再建＞＞＞＞ 

・建物被害レベルが大きくなるに従って避難場所は自宅->避難所や親戚宅->仮設住宅と変わっ

ていく． 

・建物の補修件数は補修なし>外壁・屋根>傾き補修・取り壊し・改築の順であり，これは建

物被害程度とおおむね対応する． 

・公的支援制度では，市・県の制度で住民の実情にあわせた適用条件を設けたケースが多いた

め，国の制度より利用率が高くなっている． 

・地震後に移転した/する世帯は 3.5%であり，建物被害がひどい世帯ほど移転する割合が多い．

ただし，斜面崩壊などの地盤災害によって建物そのものの被害が軽微でも移転するケースも

見られる． 

 

本報においては調査の全体を通じて概要の把握のための基礎解析を行い，その結果を報告した．

現在，前報および本結果を踏まえて，震度と被害との関係，人間被害の発生過程や余震の影響，

公的支援のあり方など種々の方面からの分析を進めている所であり，各々の結果については順次

報告する予定である．なお，付録 Aとして調査票の全体，付録 Bとして全設問の単純集計グラ

フを掲載しておく． 
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付録付録付録付録 AAAA：：：：調査票調査票調査票調査票    

付録 Aとして小千谷市で実施した調査票の全体を掲載する． 
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付録付録付録付録 BBBB：：：：設問別回答頻度分布一覧設問別回答頻度分布一覧設問別回答頻度分布一覧設問別回答頻度分布一覧（（（（N=4,431N=4,431N=4,431N=4,431））））    

第 1部：震度（地震時のユレ）の調査（N=4,431） 

<回答対象者～設問 15-a> 
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新
工
法
木
造

ブ
ロ
ッ
ク
造

R
C
造

鉄
骨
造

そ
の
他

14a:屋根

174
628

2385

254

0
500
1000
1500
2000
2500
3000

土
ふ
き
瓦

土
な
し
瓦

鉄
板
・
ス
レ
ー
ト

そ
の
他

15a:外壁

1074

389

1260

69

543

0
200
400
600
800
1000
1200
1400

板
張
り

モ
ル
タ
ル

サ
イ
デ
ィ
ン
グ

コ
ン
ク
リ
ー
ト

そ
の
他
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第 1部：震度（地震時のユレ）の調査（N=4,431） 

<設問 16-a～設問 30-a> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16a:基礎

1075
914

33

781
562

0
200
400
600
800
1000
1200

R
C
布
基
礎

P
C
布
基
礎

コ
ン
ク
リ
ー
ト
布
基

礎
ひ
び
有
り

高
床
基
礎

そ
の
他

17a:建物形状

3102

126 186

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

整
形

平
面
複
雑

立
面
複
雑

18a:筋交い

836

440

2176

0

500

1000

1500

2000

2500

不
明

な
し

あ
り

19a:1階壁量

191

1597

1056

452

139

0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600
1800

非
常
に
多
い

多
い

や
や
多
い

や
や
少
な
い

少
な
い

20a:建物状態

2377

750

160

0

500

1000

1500

2000

2500

健
全

老
朽
化

腐
敗
・
蟻
害

21a:吊してあるものの揺れ

909

29 37

715

2392

0
500
1000
1500
2000
2500
3000

注
意
し
な
か
っ
た

動
き
無
し

か
す
か
に

か
な
り

非
常
に

22a:洗い桶等の水

1557

25 39
210

746

1393

0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600
1800

注
意
し
な
か
っ
た

動
き
無
し

わ
ず
か
に

か
な
り

激
し
く

あ
ふ
れ
る
程

23a:戸障子等

181
31

247
460

1636

866
669

0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600
1800

気
づ
か
ず

か
す
か
に

ガ
タ
ガ
タ
と

激
し
く

非
常
に

破
損
が
目
立
つ

ほ
と
ん
ど
壊
れ
た

24a:据わりの悪いもの

85 56 268

968

2697

0
500
1000
1500
2000
2500
3000

ほ
と
ん
ど
無
し

わ
ず
か
に

か
な
り

一
部
倒
れ
た

ほ
と
ん
ど
倒
れ
た

25a:重い家具

63 106 128 273

2211

1303

0

500

1000

1500

2000

2500

動
か
ず

わ
ず
か
に
揺
れ

か
な
り
揺
れ

多
少
ズ
レ

大
き
く
ズ
レ

ほ
と
ん
ど
倒
れ
た

26a:建物の揺れ

12 29
266

922

1719

1178

0

500

1000

1500

2000

な
し

わ
ず
か
に

か
な
り

激
し
く

非
常
に

倒
れ
ん
ば
か
り
に

27a:建物被害

45 51
312

1148

826

1355

413

0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600

な
し

額
は
ず
れ
る

花
瓶
等
割
れ
る

わ
ず
か
に
ヒ
ビ

か
な
り
ヒ
ビ

被
害
大

傾
き
目
立
つ

28a:揺れている時間

31 121
310

1372 1377

1010

0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600

非
常
に
短
い

短
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な

い

長
い

非
常
に
長
い

い
つ
終
わ
る
と
も

知
れ
ず

29a:最も強い揺れ

2265

1345

63
349

125

0

500

1000

1500

2000

2500

突
き
上
げ
て
く
る

感
じ

速
い
横
揺
れ

ゆ
っ
く
り
横
揺
れ

区
別
で
き
ず

そ
の
他

30a:驚き

14 110
407

1510

2191

0

500

1000

1500

2000

2500

な
し

少
々

か
な
り

非
常
に

こ
の
上
な
く
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第 1部：震度（地震時のユレ）の調査（N=4,431） 

<設問 31-a～設問 45-a> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31a:怖さ

26
178

567

2289

1171

0

500

1000

1500

2000

2500

な
し

少
々

か
な
り

非
常
に

絶
望
的

32a:行動

40

1223

1901

494 503

0

500

1000

1500

2000

必
要
な
し

身
の
安
全

意
識
戸
外

無
意
識
戸
外

本
能
的

33a:火気

2356

30

885

306
528

0

500

1000

1500

2000

2500

不
使
用

消
す
必
要
な
し

意
識
消
火

無
意
識
消
火

余
裕
無
し

34a:睡眠覚醒

907

4 10 20
100

0

200

400

600

800

1000

起
き
て
い
た

少
数

か
な
り

ほ
と
ん
ど

全
部

35a:行動支障

30 86

417

1312

725

147

0
200
400
600
800
1000
1200
1400

支
障
な
し

や
や
支
障

動
作
困
難

立
っ
て
お
れ
な
い

は
い
つ
く
ば
る

倒
れ
た

36a:樹木等のゆれ

139

10 23

430

257

0

100

200

300

400

500

不
明

な
し

か
す
か
に

か
な
り

音
が
す
る
程

37a:運転支障

8
23

93

225

8

0

50

100

150

200

250

な
し

や
や

か
な
り

運
転
不
能

事
故

38a:自動車での揺れ

10

141

53

91

0
20
40
60
80
100
120
140
160

か
す
か

か
な
り

音
が
す
る
程

壊
れ
ん
ば
か
り
に

39a:地震の認識

126 19 75 235

3120

0
500
1000
1500
2000
2500
3000
3500

誰
も
い
な
か
っ
た

わ
ず
か
な
人

か
な
り
の
人

ほ
と
ん
ど
の
人

全
員

40a:塀等の被害

380 365 370

1221
1085

329

0
200
400
600
800
1000
1200
1400

な
し

僅
か
な
割
れ
目

割
れ
目
が
目
立
つ

ず
り
落
ち

か
な
り
破
損

ほ
と
ん
ど
破
損

41a:近隣家屋被害

243

920

1392
1605

0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600
1800

な
し

わ
ず
か
に

か
な
り

非
常
に

42a:停電

44 27

4144

0
500
1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000
4500

な
し

短
時
間

長
期
間

43a:断水

56 25

4118

0
500
1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000
4500

な
し

短
時
間

長
期
間

44a:ガス

84 63

3968

0
500
1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000
4500

な
し

短
時
間

長
期
間

45a:固定電話

228 377

3086

451

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

な
し

短
時
間

長
期
間

未
使
用

東濃地震科学研究所報告　Seq. No.22 ―地震防災分野―震害と防災特集―  83



 

第 1部：震度（地震時のユレ）の調査（N=4,431） 

<設問 46-a～設問 47-a> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2部：家族構成・被害状況等【本震】（回答世帯 4,431．在宅世帯構成員 13,548） 

<設問 3-b～設問 11-b> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46a:携帯電話

191

756

2301

720

0

500

1000

1500

2000

2500

な
し

短
時
間

長
期
間

未
使
用

47.a.:世帯の生計（複数回答）

619
48 56

556

2526

1580

89
0

500
1000
1500
2000
2500
3000

稲
作

養
鯉

そ
の
他
農
林
水
産

自
営

給
与

年
金

そ
の
他

03b在宅者年齢

965

536 469
260
423
533

989

1,384

1,831
1,678
1,665

0

500

1,000

1,500

2,000

0
～
9
歳

1
0
～
1
4
歳

1
5
～
1
9
歳

2
0
～
2
4
歳

2
5
～
2
9
歳

3
0
～
3
4
歳

3
5
～
4
4
歳

4
5
～
5
4
歳

5
5
～
6
4
歳

6
5
～
7
4
歳

7
5
歳
以
上

04b在宅者性別

6,237

6,816

5,800

6,000

6,200

6,400

6,600

6,800

7,000

男 女

05b本震いた場所

7,269

3,640

382 49 17 0 1 442

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

1
階

2
階

3
階

4
階

5
階

6
階

7
階

自
宅
周
辺

06b本震時の状態

4,285

6,632

336

1,260

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

動
い
て

静
か
に

眠
っ
て

そ
の
他

07b本震大きなユレ前行動（複数回答）

190

3,739

2,550

934
284

882

4,515

320

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

必
要
を
感
じ
ず

じ
っ
と

外
へ
避
難

火
気
始
末

家
具
を
押
さ
え
た

家
族
保
護

余
裕
な
し

そ
の
他

08bケガ有無（07bによる）

702

11,957

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

あり なし

09b本震大きなユレ中行動（複数回答）

75

3,681
4,083

785
289

1,087

3,429

419

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

必
要
を
感
じ
ず

じ
っ
と

外
へ
避
難

火
気
始
末

家
具
を
押
さ
え
た

家
族
保
護

余
裕
な
し

そ
の
他

10bケガ有無（09bによる）

661

11,965

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

あり なし

11b本震ユレ直後行動（複数回答）

96

2,026

8,370

536 626
1,336

154 578

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

必
要
を
感
じ
ず

じ
っ
と

外
へ
避
難

火
気
始
末

外
の
様
子
を
見
に

家
族
救
助
・
安
否

確
認

後
片
付
け

そ
の
他
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第 2部：家族構成・被害状況等【本震】（回答世帯 4,431．在宅世帯構成員 13,548） 

<設問 12-b～設問 19-b> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2部：家族構成・被害状況等【余震】（回答世帯 4,431．在宅世帯構成員 11,312） 

<設問 20-b～設問 22-b> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12bケガ有無（11bによる）

380

12,194

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

あり なし

13b本震後片付け中のケガ

163

5,043

7,200

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

あ
り

な
し

後
片
付
け
な
し

14b本震ケガ部位

89 76

22

87

185

315

36

0
50
100
150
200
250
300
350

頭
・
首

顔
面

胸
・
腹

背
中
・
腰
・
尻

手
・
腕 足

そ
の
他

15b本震ケガ原因（複数回答）

25 48

157

245

120

42

103

0
50
100
150
200
250
300

柱
梁
壁
天
井

家
具
の
下
敷
き

家
具
・
置
物
落
下

と
が
っ
た
も
の

転
ん
で

熱
い
も
の

そ
の
他

16b本震ケガの程度

191

339

29 40
2

45 39

0
50
100
150
200
250
300
350
400

打
撲

ス
リ
・
切
り
傷

ね
ん
ざ

骨
折
・
関
節
脱
臼

内
臓
・
内
部
損
傷

や
け
ど

そ
の
他

17b本震ケガの場所

202

19 16 19

68
32

186

31
4

106

0

50

100

150

200

250

い
た
部
屋

屋
内
階
段

屋
外
階
段

屋
内
段
差

玄
関

廊
下

台
所

浴
室
・
洗
面
所

ト
イ
レ

そ
の
他

18b本震ケガ治療

549

222

24

0
100
200
300
400
500
600

な
し
・
自
宅
手
当

通
院

入
院

19b本震屋外脱出

490

8,549

918
163 8 178

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

な
し

自
力

家
族

近
隣
住
民

消
防
隊
な
ど

そ
の
他

20b最強印象余震

1,682

841

196
56

356
594

0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400
1,600
1,800

直
後
余
震
群

当
日
1
8
:1
1

当
日
1
8
:3
4

当
日
1
9
:4
5

4
日
後
の
余
震

そ
れ
以
外

21b理由（20b）複数回答

2,158

697
868

72

2,463

450

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

大
き
な
ユ
レ

建
物
被
害

室
内
被
害

ケ
ガ

恐
怖

そ
の
他

22b余震いた場所

3,104

1,544

182 32 16 0 0

5,176

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1
階

2
階

3
階

4
階

5
階

6
階

7
階

自
宅
周
辺
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第 2部：家族構成・被害状況等【余震】（回答世帯 4,431．在宅世帯構成員 11,312.） 

<設問 23-b～設問 37-b> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23b余震時の状態

2,752

6,719

117
925

0

1,000
2,000

3,000

4,000

5,000
6,000

7,000

8,000

動
い
て

静
か
に

眠
っ
て

そ
の
他

24b余震大きなユレ前行動（複数回答）

232

4,376

3,351

361 134
549

2,001

359

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

必
要
を
感
じ
ず

じ
っ
と

外
へ
避
難

火
気
始
末

家
具
を
押
さ
え
た

家
族
保
護

余
裕
な
し

そ
の
他

25bケガ有無（24bによる）

259

10,422

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

あり なし

26b余震大きなユレ中行動（複数回答）

178

4,919

3,186

268 142 601

1,934

303

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000

必
要
を
感
じ
ず

じ
っ
と

外
へ
避
難

火
気
始
末

家
具
を
押
さ
え
た

家
族
保
護

余
裕
な
し

そ
の
他

27bケガ有無（26bによる）

182

10,439

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

あり なし

28b余震ユレ直後行動（複数回答）

311

3,919
4,271

256
696 757 376

836

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

必
要
を
感
じ
ず

じ
っ
と

外
へ
避
難

火
気
始
末

外
の
様
子
を
見
に

家
族
救
助
・
安
否

確
認

後
片
付
け

そ
の
他

29bケガ有無（28bによる）

148

10,472

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

あり なし

30b余震後片付け中のケガ

108

4,581
5,470

0
1,000

2,000
3,000

4,000
5,000

6,000

あ
り

な
し

後
片
付
け
な
し

31b余震ケガ部位

23

9 13

30

64
74

21

0
10
20
30
40
50
60
70
80

頭
・
首

顔
面

胸
・
腹

背
中
・
腰
・
尻

手
・
腕 足

そ
の
他

32b余震ケガ原因（複数回答）

10 5

32

92

53

3

35

0

20

40

60

80

100

柱
梁
壁
天
井

家
具
の
下
敷
き

家
具
・
置
物
落
下

と
が
っ
た
も
の

転
ん
で

熱
い
も
の

そ
の
他

33b余震ケガの程度

50

102

12
28

2 4
21

0
20
40
60
80
100
120

打
撲

ス
リ
・
切
り
傷

ね
ん
ざ

骨
折
・
関
節
脱
臼

内
臓
・
内
部
損
傷

や
け
ど

そ
の
他

34b余震ケガ場所

36

4
12 8

24

11

63

13
3

46

0
10
20
30
40
50
60
70

い
た
部
屋

屋
内
階
段

屋
外
階
段

屋
内
段
差

玄
関

廊
下

台
所

浴
室
・
洗
面
所

ト
イ
レ

そ
の
他

35b余震ケガ治療

180

93

12

0

50
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37b地震経験
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第 2部：家族構成・被害状況等【建物他】（回答世帯 4,431） 

<設問 38-b～設問 47-b> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38b木造本震被害
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39b木造余震被害
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71

214

74

12 2 3 2
0

50

100

150

200

250

D
0

D
1

D
2

D
3

D
4

D
5

D
6

40b最大破壊余震
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41bり災証明
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42b自宅補修（複数回答）
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45b地震発生以降生活場所（複数回答）
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